
これからの日本のエネルギーを

どう考える？

～選択肢と国民的議論～

枝廣 淳子

2002年６月「エネルギー政策基本法」制定

基本方針は、エネルギーに関する

・安定供給の確保

・環境への適合

・市場原理の活用

「少なくとも３年ごとに改定される」

2007年３月に第一次改定、2010年６月に第二次改定

2



電源構成に占めるゼロエミッション電源（原子力＋再生
可能エネルギー）を70％へ。（現状34％）

・原子力の新増設:少なくとも14基以上
・原子力設備利用率の引き上げ：90％
・再生可能エネルギーの最大導入
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 本来なら次の改訂は２年後だが、菅前首相が「白紙
からの見直し」を指示、今夏をめどに作り直しへ

 エネルギー・環境会議の設置

① 原子力委員会：原子力政策の選択肢を出す

② 総合エネルギー調査会（基本問題委員会）：

エネルギーミックスの選択肢を出す

③ 中央環境審議会：温暖化対策の選択肢を出す
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 「どのくらいの量が必要なの?」（量の問題）
ホップ：経済の規模（GDP成長率）
ステップ：省エネの度合い（技術、制度、負担等）

 「それを何でまかなうの?」（質の問題）
ジャンプ：電源構成、電力以外のエネルギー構成
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２０００年度 ２０１０年度 ２０２０年度 ２０３０年度

506兆円 538兆円 656兆円 740兆円

年率0.6％成長
（実績）

年率２％成長
（現在のエネルギー
基本計画の想定）

年率１．２％成長
（現在のエネルギー
基本計画の想定）

GDPが1.4倍（2010→2030）
となるため、電力消費量も
対策がない場合は1.4倍に
なると想定？
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現在のエネルギー基本計画の想定
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人口減少社会でのGDP成長の想定は?

松谷明彦『人口減少経済の新しい公式』より

 成長戦略ケース：2010年代で年率1.8%、2020年代
で年率1.2%のGDP成長率（実質）を想定

 慎重ケース： 2010年代で年率1.1%、2020年代で年
率0.8%のGDP成長率（実質）を想定

 委員提案ケース：過去10年間の生産年齢一人当た
りGDP成長率1.3%が維持されると仮定し、

 2010年代の実質成長率を0.2%、2020年代を0.4%の
GDP成長率（実質）を想定
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再生可能エネルギーはまだ十分な供給量がない
↓
原発依存度を下げると
化石燃料を増やさなくてはならない
↓

CO2排出量が増えてしまう

「原発か? 温暖化か?」（悪魔の選択肢）

「原発依存度を下げたい。同時に、省エネをもっとがんばっ
て、温暖化も避けたい」 という選択肢も必要
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原発０％：省エネ高位ケース（CO2：2030年▲23％）

原発15％：省エネ中位ケース（CO2： 2030年▲23％）

原発20～25％：省エネ中位ケース（CO2： 2030年▲25％）
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16エネルギー・環境に関する選択肢（案） 平成２４年６月２９日 エネルギー・環境会議
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